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製造・販売業68会員230社が活動
PETボトルリサイクルの推進でも成果

全清飲は現在、企業会員（清涼飲料製造
・販売業者）49会員84社、組合会員（中小
清涼飲料製造・販売業者）19会員146社の
合計68会員230社のほか、賛助会員（原料
・容器・設備機器などを取り扱う清涼飲料
関係業者）148社で構成されている。設立
は1918年11月。前身母体である全国清涼飲
料水同業組合の設立が原点で、100年以上
の歴史をもつ。1955年4月に公益法人とし
ての認可を受け、(社)全国清涼飲料工業会
となり、2012年4月には公益法人制度改革
に対応し、(一社)全国清涼飲料工業会に移
行。2017年9月には、清涼飲料製造業だけ
でなく清涼飲料に関係する幅広い業種も含
めた総合的な組織への発展を期し、(一社)
全国清涼飲料連合会に名称変更し、現在に
至っている。

活動面で大きな変化があったのは2018
年。海洋ごみ問題をきっかけにプラスチッ
クリサイクルに対する関心が高まったこと
から、全清飲として、使用済みPETボトル
の100％有効利用をめざすとの方針を掲げ
た。安心安全な製品を供給するための製造
面でのガイドラインの推進など従来の取り
組みを継続しつつ、製造業の枠を超え、清
涼飲料に関係する様々な業種の企業ととも
に社会的課題の解決を図る新たな体制のも
と、100％リサイクルへの道筋となる目標
も定めるなど、業界全体が一丸となってリ
サイクルに取り組む流れになった。近年は
清涼飲料業界の持続的な成長の実現のた
め、引き続き使用済みPETボトルのリサイ
クルの取り組みを進めており、回収率約
94％、リサイクル率約87％を達成している
ほか、物流に関する課題についても重大な
関心をもち、業界全体の指針となる取り組
みの方向性を示している。

＜連続特別企画＞
清涼飲料物流の現在と今後の展望①

成長市場の物流適正化・生産性向上へ
官民一体での取組推進の橋渡し役に

(一社)全国清涼飲料連合会

清涼飲料（アルコール飲料以外の飲料で乳製品を除いたもの）市場は近年、コロナ禍で一
時的に縮小に見舞われたものの、着実に規模を拡大している。我が国のオール飲食品業界に
おいても、清涼飲料市場は規模・成長度の観点から特別な市場を形成していると言っていい
だろう。そこで今号からは清涼飲料の物流にフィーチャーし、連続特別企画を開始すること
にした。本企画のスタートとなる今回は、清涼飲料メーカーを主体に組織されている(一社)
全国清涼飲料連合会（本庄大介会長〔(株)伊藤園・代表取締役社長〕／以下、全清飲）の取
り組みに着目し、清涼飲料市場の全体像から、業界の物流に対する認識や取り組みなどにつ
いてレポートする。(編集部)
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生産量・販売金額とも過去最高更新
PETボトル入り製品が約8割シェア

清涼飲料市場の2023年度実績は、総生産
量が前年比2.2％増の2,323万4,800㎘（図表
１）、生産者販売金額が同7.0％増の4,460
億9,300万円となり（図表２）、総生産量、
生産者販売金額ともに過去最高を記録し
た。総人口が減少するなか、コロナ以前の
最高実績をも上回る躍進。清涼飲料は加工
食品分野のなかでも最大規模の製品カテゴ
リーとなった。最大の要因は夏の猛暑。ま
た、コロナの感染症法上の分類が2類相当
から2023年5月に5類に移行したことで、行
動制限が全面解除となり、外出・旅行・レ
ジャーなどを楽しむ消費者が増えたこと
で、コンビニや量販店、自動販売機な
ど、EC以外の販売チャンネルでの購入が回
復したほか、外食の機会も増えたことで、
業務用製品の需要が膨らんだ。
最近では、健康志向の高まりを背景に、
カロリーのないミネラルウォーター類の需
要が伸びており、こうした傾向も清涼飲料
全体の数字を押し上げた一因と見られてい

る。
容器別シェアは、生産量ベースでPETボ
トルが約8割を占める。軽量で持ち運びが
しやすいほか、リキャップの利便性、落と
しても割れない安全性、容量の多様性（小
型・中型・大型が揃う）などが支持されて
いるからで、これを踏まえたメーカーサイ
ドがPETボトル入り製品の生産量を増やし
ていることから、年々そのシェアは拡大し
ている。
容器包装リサイクル法施行以降、使用済
み容器の回収・リサイクルの取り組みが進
んでいる。全清飲では、特にその割合が大
きいPETボトルについて2030年までに
100％有効利用を達成するとともに、その
中でのボトルtoボトル（水平リサイクル）
比率を50％にまで高めることを宣言してお
り、そのための課題克服についても様々な
ステークホルダーと連携し、着実に実績を
積み上げている。なお、使用済みPETボト
ルは、事業系（自動販売機横に設置されて
いる回収ボックスなど）と家庭系の2ルー
トから、それぞれ約30万t、合計約60万tも
回収されているという。

図表１ 品目別生産量の推移（2019～2023年）

※全清飲提供資料より抜粋
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物流課題は長時間待機と付帯作業
成功事例共有などで課題解決支援

総生産量が過去最高に達した2023年はそ
の物流量も過去最大にのぼった可能性が高
く、清涼飲料市場の成長が続けば物流への
負荷が増すことは当然で、全清飲としても
かねてから物流2024年問題への対応を考
え、そのための取り組みに着手している。
清涼飲料物流（ここではメーカーが発荷
主となる物流）の現状について全清飲の企
画部副部長である中澤友彦氏（写真）は
「業界として抱えている課題は2点ありま
す。配送先でのトラックの長時間待機の削
減とトラックドライバーが行っている付帯
作業の改善の2つで、これらは物流2024年
問題にも直結するものと考えています。い
ずれもトラックドライバーの方々の労働環
境を整えることで輸送能力の低下に対応す
ることが目的ですので、関係する様々なス
テークホルダーの方々にご理解いただき、
相互協力を行っていくことだと考えていま
す。
さらに、これら物流課題に対する取り組

みについては「基本的には各社個別で対応
を進めていただいております。全清飲は、
会員各社のご意見をヒアリングし、物流効
率化実現への糸口をさぐるような活動を行
っていくことが役割だと考えています。ま
た、農林水産省が官民合同タスクフォース
を立ち上げており、全清飲はオブザーバー
として参加しています。ここでは物流効率
化事例を共有するほか、各業界の現場課題
を報告し、官民が協力してその解決にあた
ることを目的としており、清涼飲料業界の
現場課題も今後、取り上げていただくなか
で最適なサプライチェーンが実現できるよ
うに農林水産省とも意見交換ができればと
考えております」（中澤氏）と話した。
物流課題の解決に向けて会員各社が個別
・共同、あるいは卸売業、小売業と連携し
て行っている取り組みについては「最近で
は、会員企業と小売企業が共同で伝票電子
化の実証実験を行い、業務効率化や車両台
数の削減などの効果を検証するなどの事例
もお聞きしています。全清飲では、今後も
会員各社に対して、そうした情報の発信に
努めてまいります」（中澤氏）と説明して

図表２ 品目別販売金額の推移（2019～2023

※全清飲提供資料より抜粋
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くれた。

物流改善のための自主行動計画公表
発荷主と着荷主の双方の視点で策定

2023年12月21日には、物流の適正化・生
産性向上に向け、清涼飲料業界の自主行動
計画（※）を策定し、翌2024年1月10日に
これを公表した。
この自主行動計画では、発荷主事業者・

着荷主事業者に共通する取組事項として
「物流業務の効率化・合理化」「運送契約
の適正化」「輸送・荷役作業等の安全の確
保」を掲げた。「物流業務の効率化・合理
化」については、①荷待ち時間・荷役作業
等にかかる時間の把握、②荷待ち・荷役作
業等時間2時間以内ルール、③物流管理統
括者の選任、④物流の改善提案と協力―の
4点の取り組みが、「運送契約の適正化」
については、⑤運送契約の書面化、⑥荷役
作業等に係る対価、⑦運賃と料金の別建て
契約、⑧燃料サーチャージの導入・燃料費
等の上昇分の価格への反映―の4点の取り
組みが、「輸送・荷役作業等の安全の確
保」については、⑨異常気象時等の運行の
中止・中断等―の取り組みが、それぞれ必
要であることを示した。
また、物流業務の効率化・合理化のため
には、発荷主事業者として、①出荷に合わ

せた生産・荷造り等、②運送を考慮した出
荷予定時刻の設定―の2点の取り組みが必
要であるとし、着荷主事業者として、①納
品リードタイムの確保―の取り組みが必要
であることを示した。
さらに、発荷主事業者・着荷主事業者と
しての努力項目として、「会員企業各社の
現状・計画に合わせた取組みを推進して、
物流の適正化・生産性向上に継続的に取組
むこととする」ことを挙げた。
この自主行動計画について中澤氏は「国
のガイドラインに沿って清涼飲料業界のモ
デルとなるように策定しました。モデルを
提示することで、自主行動計画策定を会員
各社に促し、物流の適正化・生産性向上に
向けた取り組みが推進されることが目的で
す」と説明。内容が概観性と具体性の両軸
で展開している点については「詳細につい
ては各社の戦略や事情にかかわってきます
ので、その点に配慮しています。この自主
行動計画を基に、各社の事情に合わせ、詳
細を決定していただければと思っていま
す」（中澤氏）と話した。
一方、全清飲では、清涼飲料の流通が社

会的なインフラのひとつであるとの視点か
ら、今後様々な輸送モードの活用も模索す
る考えだ。
物流に関連する全清飲の今後の計画につ
いて中澤氏は「物流2024年への対応がメイ
ンになります。法改正も進んでおり、業界
と各企業の取り組みが重要です。清涼飲料
業界は加工食品最大の業界であり、会員各
社にはその責任の重さを自覚していただき
つつ、会員各社が各社で立てた自主行動計
画に沿った活動を着実に実行していただけ
るよう促してまいります」と語ってくれ
た。

※全清飲の自主行動計画の詳細は下記URL
を参照
⇒ht t p s : / /www. j - s d a . o r . j p / i p p an /
news_view.php?kind=1&id=373）

写真 全清飲・企画部の中澤副部長
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パレチゼーション普及で物流危機克服にまい進
物流資材の標準化と共有化が物流効率化のカギ

日本パレットレンタル(株)
代表取締役社長
二村 篤志 氏

レンタルパレット市場は堅調に推移
パレット輸送の増加はこれから

――代表取締役社長ご就任から現在ま
で9カ月経過（6月取材時）しました。
まずはこの間のご感想から伺いたいと
思います。

二村 就任2カ月後の昨年11月にはユー
ピーアールさんと共同開発を進めてい

たXROPの運用を当社が先行して開始
し、今年5月からは2社での共同運用を
開始しております。この事業の詳細は後
ほどご説明いたしますが、昨年9月から
今日まで、瞬く間に時が過ぎた感じで
す。また、事業を取り巻く経済環境の変
化や2024年問題への対応に加え、多く
の事業計画についても着実に推進して
おり、私個人はもちろん、当社全体が
活気に満ちたスタートを切ることがで

物流危機が叫ばれ、ユニットロードシステムの重要性が再認識されるなか、レンタ
ルパレット業界でシェアトップの日本パレットレンタル(株)の事業展開が注目を集め
ている。主力のパレットレンタルサービスのほか、容器管理マネジメントや共同輸
送マッチングサービス「TranOpt（トランオプト）」、納品伝票電子化・共有システ
ム「DD Plus（ディーディープラス）」といった物流現場の課題を乗り越えるための
ソリューションを提案し、存在感を高めているからにほかならない。同業のユーピ
ーアール(株)とも物流容器の循環型運用のための共通サービス基盤「X-Rentalオー
プンプラットフォーム」（クロスレンタルオープンプラットフォーム、以
下、XROP〔クロップ〕）の共同開発を進め、昨年7月に業務提携契約を締結し、今
年５月には両社顧客へのサービス提供体制を整えるなど、業界全体の活性化と我が
国物流の将来を見据えた取り組みにも積極的な姿勢を見せている。
そこで今回は、昨年9月に同社代表取締役社長に就任し、新時代の同社経営の指揮
をとる二村篤志氏（写真１、２）にインタビューし、現在のレンタルパレット市場
に対する認識や経営方針、目下の取り組みや課題、今後の計画・予定などについて
聞いた。（編集部）

写真１ 二村社長

KEYPERSON 01
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きたと思っています。

――貴社の事業展開は活発ですから、
ご就任当初からお忙しい日々だったと
推察いたします。では続けて、貴社なら
びにパレット市場の現状についてのご
認識をお聞かせください。

二村 物価高による消費への影響から
荷動きが低調だった製品もあります
が、全体としてレンタルパレットの貸
出枚数は伸びています。昨年度は、創業
以来、初めて年間のパレット貸出枚数
が5,000万枚を超えました。今期に入っ
ても昨年同月を上回る数値で推移して
います。背景には2024年問題に対応し
てパレット輸送を促進する企業の動き
があります。当社は、主要卸売業・小売
業等の物流センターから、空パレット
をまとめて当社が回収する共同回収シ
ステムという仕組みを展開しています。
このシステムを利用して製品の出荷に使
われるパレットの枚数が増加すること
は、パレットによる「輸送」が増えて
いることを反映しますが、こちらの数
値は先ほど申し上げた貸出枚数の伸び
を上回るペースで増加しています。
ただ、2024年問題への社会的関心が

非常に高まっていることを考えると、
レンタルパレットの利用の伸びはまだ
それほどではありません。レンタルパ
レット業界全体の市場を見ましても、
レンタル各社の保有パレット枚数ベー
スで過去10年に約1.5倍拡大しているも
のの、直近で急増しているわけではあ
りません。当社は、特に昨年から、パ
レット輸送の本格的な検討に入る業界
が増えていることを実感していますが、

個々の企業のレベルでは濃淡もあり、
実際の利用数に反映してくるのは、こ
れから先、数年にわたってとなると思
います。

パレチゼーション普及には数々の課題も
助成とともに企業の理解が必要

――2024年問題に対する企業の取り組
みにばらつきがあるのは仕方ありません
が、パレチゼーションの進展は現状なか
なか厳しいということでしょうか。

二村 加工食品や日用品といった分野
ではすでにパレチゼーションが進展し
ていますが、遅れている分野も少なく
ありません。例えば、冷凍食品や即席
食品、菓子、他にも農産物といった分
野ではまだパレット輸送されていない
ケースも散見されます。ただ、この分野
でも多くのお客様は、パレチゼーショ
ンの有効性を認識されており、当社へ
のお問い合わせはもちろん、パレット
を実際に活用したテスト輸送にも取り
組まれていますが、一気に全面的なパ
レチゼーションへ移行するのは、なか
なか難しいようです。それはパレット輸
送の導入にあたって様々な準備が必要
になるからです。例えば、輸送する商品
のケースがT11型と整合しない場合、積
載率が低下してしまいます。このため、
ときには個包装から輸送包装までの包
装設計を変更する必要があります。ま
た、設備面ではパレタイザーなどの導
入や改修が必要なほか、保管用パレッ
トがT11型でない場合は、新たに輸送用
としてT11型パレットを調達する必要が
ありますので、投資費用がかかります。
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パレットについては、レンタルパレッ
トを利用することで費用負担をやわら
げることができますが、設備投資には
時間もコストもかかります。また、こう
した費用負担をサプライチェーンのど
こでどれくらい分担すべきなのか、あ
るいは製造ロットをどのようにまとめ
るのか、というように課題も出てきま
す。国交省や経産省、農水省からはパレ
チゼーションを進めるための補助金制
度が出ているですが、パレット輸送が
企業の様々な部門にまたがる問題であ
ることを鑑みると、そうした施策だけ
でなく、企業の経営層や物流部門以外
で働くビジネスパーソンの物流・パレ
ットに対する理解の醸成が必要である
ように感じられます。

――物流効率化へのパレチゼーション
の有効性に対する認識が産業界全体に
浸透しつつあるものの、現状からの全面
的な移行という部分ではまだ課題が多
いということですね。

二村 パレットの利用の動きはなだら
かに拡大していますが、物流危機への
対応という点では遅れているというこ
とだと思います。パレチゼーション推進
やT11型パレット利用の有効性について
はかつて総論賛成、各論反対という状
況が続いてきましたし、自社物流の効
率化という部分最適を優先するという
考えの企業もあります。ただ業界全体の
物流効率化を追求していくなかで、パ
レット輸送の取り組みは欠かせませ
ん。政府が掲げているフィジカルイン
ターネットの実現についてもパレチゼ
ーションはもとより、パレットの標準

化を前提としていますので、標準化し
たパレットを活用したDXも含め、むし
ろ今こそが物流の全体最適化のチャン
スととらえ、取り組みを進めるべきだ
と考えています。当社とお取り引きいた
だいている共配会社さんがそのいい事
例で、納品メーカーさんのパレットが
T11型にほぼ統一されています。もしこ
れがバラバラであれば、共配会社さん
の業務は大変煩雑になり、今日のよう
な共配体制は構築されていないのでは
ないかと思います。

――なるほど。その意味では、産業界
全体にサプライチェーンマネジメント
の考え方が本質的に理解されてきたよ
うに感じます。

二村 分別なく欧米の真似をすればい
いとは思いませんが、サプライチェー
ンマネジメントやロジスティクスとい
う考え方が深く理解され、浸透してい
くことは歓迎すべきです。特に製造業に
おいては、調達から生産、物流という
流れを俯瞰してとらえ、マネジメントし
ていく方が増えていくでしょう。4月26

写真２
パレット標準化への取り組みを熱く語る二村社長
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日に改正案が成立した物流総合効率化
法は、大手荷主企業に対し、役員クラ
スの物流統括責任者（CLO）の選任を
義務付けるものとなりましたが、そう
した方々の活躍が認められ、経営のト
ップに就くようになれば、我が国産業
界も大きく変わっていくに違いありま
せん。欧米では、ウォルマートのよう
な事例がありますし、ロジスティクス
センターを中心に店舗展開を考えてい
くことが普通になっています。パレット
サイズの統一化も物流効率化を考える
うえで当たり前のことで、徹底した合
理化が図られています。

T11型でパレット標準化を推進
充実の周辺サービス提供で業容拡大へ

――パレチゼーションの流れが広が
り、レンタルパレット市場が拡大してい
くとすれば、営業面で新規分野の開拓
にも取り組まれていくのでしょうか。

二村 主力分野の加工食品に関連する
冷凍食品や即席食品、菓子、農産物な
どが対象となると考えています。農産物
についてはすでに一部で取引を行って
いますが、これらの分野全体の開拓と
しては道半ばといった状況です。当社の
レンタルパレット回収拠点は、農産物
も含めて現在約2,800拠点あるのです
が、レンタルパレットの潜在需要を考
えるとまったく不十分であり、こちら
もまだ道半ばであると考えています。お
客様の当社に対する要望というのは、
安全・安心に加え、できるだけ安価
に、かつ便利に商品を輸送したいとい
うことであり、そのために当社が対応

しなればならない課題はまだ数多くあ
るわけです。先ほど列挙した新規分野も
決して目新しいものではありません
が、これら分野でのレンタルパレット
導入が進めば市場規模は大きくなりま
す。そのうえで当社はT11型パレットで
の標準化にこだわり、物流効率化と生
産性向上に貢献していきたいと思ってい
ます。

――その意味では、貴社の事業の成長
が我が国物流の発展・効率化に直結して
いると言っても過言ではないように感
じます。

二村 当社としてもそのようでありた
いと思い、真摯に事業に取り組んでい
ます。当社のパートナー企業の皆様（パ
レットメーカー、デポ運営企業、パレ
ット輸送企業）についても同じく、当
社事業の成長が皆様の発展につながっ
ていると思っており、その責任と使命
の重さを自覚しています。そして、その
ためにもパレットレンタルサービスの
さらなる利便性向上をめざし、納品伝
票電子化の推進やバース予約システム
の提供など、レンタル周辺のサービス
充実にも一層注力していく考えです。

パレットレンタル共通基盤の展開に注力
市場拡大と産業界全体の成長に貢献

――ありがとうございます。二村社長が
経営上重視するお取り組みについてお
聞かせください。

二村 たくさんあるのですが（笑）、
あえて集約するとすれば、一つは先ほ
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ども申し上げた道半ばとなっている事業
の推進で、もう一つは当社サービスを
さらに便利にご利用いただくためのソ
フト面の強化です。これら二つの取り組
みが進めば、物流の全体最適につなが
っていくと思いますし、ひいては日本
とアジア地域を結ぶ物流インフラの整
備を日本がリードしていく道筋になる
と考えています。当社とユーピーアール
さんとの取り組みとなりますが、冒頭
で触れたXROPの展開にも注力してまい
ります。これはレンタルパレットの受払
を行うIT基盤共通化などを進めるもの
（図表１）です。こうした取り組みによ
り、パレットレンタルの利便性がさら
に高まり、パレットレンタル市場の拡
大につながっていけば、産業界全体の
物流効率化にも貢献できると思ってい
ます。

――我が国物流の方向性に関わるお取
り組みだと思います。

二村 また、現在約5億枚流通している
とも言われるパレット全体の3割ほどを
占めているT11型の割合を、標準化活動
を進めることにより、6割にまで高めた
いと考えています。当社としてシェアを
高め、これまで以上の規模を確保して
いく方針です。共同回収は一定のボリ
ュームがあるからこそ成立するもの
で、卸・小売のお客様に当社パレット
での納品を認めていただけているのも
このためだと理解しています。

――T11型による標準化は、貴社が長年
訴え続けてきた物流効率化のためのテ
ーマです。物流危機が叫ばれるようにな
ってかなり理解が進んだように思いま
す。

二村 当社は物流危機が取り沙汰され
るはるか前からT11型での標準化を訴え
てまいりましたが、これを理解してい
ただくことはなかなかできませんでし
た。それが数年前、パレットの標準化

July 2024 LOGI-EVO
14

図表１ XROPの概要

※日本パレットレンタル(株)提供資料より抜粋



をどうしようかという話が出てきたと
きには「ようやくここまできたか」と
の感慨にひたると同時に、T11型による
標準化のメリットをご理解いただける
環境が整ったことを感じました。パレ
ットは、自社倉庫での保管ということ
だけを考えれば、自社にメリットのあ
る独自の規格でいいのですが、基本的
にはサプライチェーンで流通するもの
ですから、同じ規格であればスムーズ
な受払が可能になります。ある卸の方に
話を伺ったところ、納品パレットの種
類があまりにも多いため、土曜日に社
員が出社し、6時間ほどの時間をかけて
整理しているとのことでした。これが1
種類であれば圧倒的に整理が楽です
し、かつレンタルパレットであれば、
平日のうちのどこかで全て回収されま
す。

――パレットの標準化を進める意義が
改めて大きいことを認識しました。そ
のなかでもT11型での標準化活動は貴社
の歴史であり、歴代社長に継承される
遺伝子のようなものですね。

二村 これを外したら歴代社長からお
叱りをうけると思います（笑）。こう
した思いや理念は歴代社長・幹部だけ
でなく、社員全員で共有していること
が当社の特長であり、強みです。実際、
当社にエントリーする学生の多くは、
入社前から一貫パレチゼーション普及
に理解を示しており、各自表現は異な
りますが、その普及をもって物流現場
労働者を過酷な手荷役作業から解放す
るという当社の理念に共鳴しいます。で
すから経営目標についても、業績をど

れだけ伸ばそうというより、一貫パレ
チゼーションをこれだけ普及させたい
と訴える方がピンとくるようです。

納品伝票電子化・共有システム普及へ
ソフト・サービスの組み合わせ導入提案

――現在、貴社が重点をおかれている
お取り組みについてお聞かせくださ
い。

二村 2024年問題の根幹であるトラッ
クドライバー不足に対しては、パレチ
ゼーションの推進がその解決に何割か
貢献するとしても、その残りの部分の
解決を傍観しているわけにはいきませ
ん。そこで当社は、先ほどから何度か
触れてきた納品伝票について、これを
電子化するとともに共有できるシステ
ム「DD Plus」の普及拡大を進めていま
す。納品伝票を電子化し、共有化するこ
とができれば、発荷主と着荷主はもち
ろん、物流事業者の業務効率化と生産
性向上が見込めます。物流現場では伝票
関連での書類が多く、印刷や仕訳に労
力が費やされていますが、DD Plusを導
入すれば、大幅に効率化します。また、
出荷情報も共有化することが可能にな
りますので、これを活用して検品作業
の省力化も図ることができるようにな
ります。
このように、パレット輸送による荷

役作業の省力化・作業時間の短縮、バ
ース予約システムによるトラック待機
時間の削減、DD Plus導入による発着双
方の業務効率化といった当社の提案
は、それぞれ個別でも効果はあります
が、これを組み合わせることで乗数的
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に効果を膨らませることができます。ま
た、現実的な問題への対応も必要です。
例えば、伝票電子化のようなソリュー
ションは、多数ある取引先とスムーズ
に運用できるものでなければなりませ
ん。その点、DD Plusは、日本加工食品
卸協会様が承認した標準フォーマット
に対応していまして、他の納品伝票電
子化システムにも連携可能です。このよ
うに企業と企業をつなぐレンタルパレ
ット事業の経験、特性を活かした当社
ならではのサービスの提案を進めてい
きたいと考えています。

成長につながる投資を積極的に実行
人財教育で情報系のスキルアップも

――最後に貴社の今後のご計画・ご予
定についてお聞かせください。

二村 成長につながる投資については
今後も緩めることなく積極的に実行し
てまいります。一つは、需要が増えてい
る輸送用パレットへの投資で、二つ目
はデポの機能強化です。デポの機能強化
については、具体的に自動化や洗浄機
の増強、再生可能エネルギーの活用拡
充などの取り組みが挙げられます。三つ
目は、パレット周辺のソフト・サービ
スを含めた情報技術への投資です。
需要の増加に対応するためのパレッ

トの調達だけでなく、そのパレットを
より効率的に運用できるインフラの整
備、お客さまの利便性向上や付加価値
の提供を絶え間なく行っていかなけれ
ばなりません。
また、全ての事業の基盤となる人財

の開発・教育にもこれまで以上に積極

的に取り組む方針です。当社事業の範囲
がソフトにまで広がっていますので、
情報系のスキルアップが必要ですし、
お客様の課題をこれまで以上に敏感に
拾い上げ、そのソリューションを形にし
ていけるだけの人財を育まなければ、
今後の熾烈な競争を勝ち抜いてはいけ
ません。コストはもちろん、手間と時
間もかかりますが、今後この部分につ
いても一層力を注いでまいります。

――人財教育も含め、将来を見据えた
投資を積極的に実行されるという二村
社長のお考えに深く感銘いたしまし
た。最後になりますが、貴社事業の今
後益々の拡大・成長を祈念し、御礼の
言葉とさせていただきます。本日は大変
にありがとうございました。
----------------------------------------
〔二村社長のプロフィール〕
〇生年月日
⇒1969年6月8日
〇出身
⇒兵庫県／「伊丹市で生まれ、川西市
で育つ」
〇学歴
⇒1993年近畿大学商経学部卒
〇職歴
⇒1993年日本パレットレンタル入社／
物流企画部上席部長などを経て現職
〇趣味
⇒野球／「やるのも観るのも好き」
〇感銘を受けた書籍
⇒司馬遼太郎の著作全般／｢竜馬がゆ
く」
〇心がけていること
⇒「正直に言う」「シンプル・簡単・
明瞭」
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「テックセンター北関東」をリニューアルオープン
新ソフト搭載のソーティングシステムはじめMDR式マテハンの展示拡充

伊東電機(株)

伊東電機(株)は6月12日、栃木県小山市
に設置している、「MDR式マテハン」（同
社独自のモータローラ「MDR」を駆動源と
し、その制御技術とソフトウェア技術を駆
使したマテハ）のショールーム「テックセ
ンター北関東」をリニューアルオープンし
た（写真１）。
テックセンターは、栃木県小山市のほ

か、米国・オンタリオ、オランダ・アムス
テルダムに設置されており、いずれも先般
リニューアルオープンしたばかりのイノベ
ーションセンターと同様の機能をもち、イ
ノベーションセンターと連携しつつ、最新
製品と、そのソリューションの情報をグロ
ーバルに発信している。テックセンター北
関東は、主に東日本の顧客に製品・ソリ
ューションを提案するため、2020年4月に
開設。以来、多数の顧客に利用されてきた
実績がある。今回のリニューアルでは、同
社が訴求する付加価値「柔・拡・短・省
（じゅうこうたんしょう）」（柔軟性と拡
張性を備え、短工期で導入可能な省エネ効

果に優れるとの意味）を反映したMDR式マ
テハンの展示スペースと展示内容を拡
充。2024年問題をはじめとする昨今の物流
課題に対し、ハード・ソフト両面から有効
な解決策を提示することが期待されてい
る。

日米欧で普及するMDR式マテハン
テックセンターで体験・検証が可能

オープニングセレモニーはテックセンタ
ー北関東内で行われた。同社代表取締役社
長の伊東徹弥氏（写真２）は、今回のテッ
クセンター北関東のリニューアルが開設か
ら4年を経ての実施であり、2階部分を増床
したと説明。続けて、同社の創業以来の歴
史に触れ、1990年半ばにUSPS（米国郵便
公社）から、人件費抑制や作業員の安全性
確保、省エネなどへの対応で最新式コンベ
ヤを受注し、納入した実績が契機となり、
物流センターで広くMDR式マテハンの導入
が進んだとし、その後、「物流を制する者
が業界を制する」と言われるような状況
下、MDR式マテハンを採用した顧客が業績

写真２ 主催者挨拶を行う伊東社長写真１ 最新鋭MDR式マテハンが展示された「テック
センター北関東」
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を伸ばし、事業拡大に成功している事例が
数多く生まれていることを紹介した。
伊東氏は続けて、先般リニューアルオー

プンしたイノベーションセンターが同社技
術の総本山であるとし、各テックセンター
がこれに連なり、日米欧で出展している展
示会での製品・技術披露に加え、さらにじ
っくりと同社製品・技術に触れ、実際に体
験することができる拠点（要望により、顧
客が自社製品を持ち込んで実際に搬送実験
・検証を行うことができる。同社では「見
て触って体感するスペース」と表現してい
る）として機能していると話した。また、
テックセンターでのMDR式マテハンの設置
・稼働といった運営業務を通じて、社員ス
タッフに顧客サイドに立った視点が培われ
てきたことも大きな財産であるとし、今後
のサービス品質のさらなる向上につながる
ことを期待していると語った。物流2024年
問題に対しては、年末にはかなり厳しい状
況となることも想定できるとし、その前に
MDR式マテハンをひとりでも多くの人に伝
えたいと話した。
伊東氏はまた、これまでの設備は「重・

厚・長・大」または「軽・薄・短・小」と
いった価値の訴求があったが、いずれも現
在の設備ニーズに応えるものとは言えない
とし、これに代わるものとして同社が掲げ
る「柔・拡・短・省」のキーワードを紹介
し、その内容について説明。このキーワー
ドを体現したものがMDR式マテハンである
とし、今後もこのキーワードに沿って技術
を磨いていくとの決意を披露した。続け
て、MDR式マテハンによる「運び方」改革
は「働き方」改革につながるとし、MDR式
マテハンの普及をもって我が国の製造・物
流現場の労働環境改善に貢献する意向を示
した。
伊東氏は最後に、同社の技術力と企業姿

勢が評価されて受けてきた表彰の数々を紹
介し、これら表彰に恥じない事業展開でさ
らなる発展を遂げていくとの決意を披露
し、挨拶を締めくくった。

正逆運転可能な「id-Sorter」や
小物対応の「ＦＮＲコンベヤ」などを展示

テックセンター北関東の概要は以下のと
おり。
■所在地：栃木県小山市喜沢646-14
■面積：総延床面積約600㎡（1階 330㎡
／2階264㎡）
⇒リニューアル前は330㎡。約1.8倍に拡
張。
■1Fの主な新しい展示物
①新型ソーティングシステム（正逆運転可
能なソーティングシステム）「 i d -
Sorter」（写真３）
⇒正転時の仕分けでは新型のボール型仕分
け、振り分け機の「MABS」を使用し、逆
転時はスペース効率を高めることが可能な
直角移載機「F-RAT」での仕分けが可能。
搬送時に搬送物間を一定に保つ「オートギ
ャッピング機能」と搬送物をロットでの塊
にできる「ロット形成機能」も展示されて
いる。
②1,000kgまで搬送可能な直角移載機の
「P-RAT」
⇒従来からのターンテーブルと組み合わせ
て展示。運用に合わせた提案が可能。
③中重量物搬送用の直角移載機「M-RAT」
⇒低床機構でケースの段積み搬送など、重
量物のハンドリング範囲が広がる。
■2Fの主な新しい展示物
小物、袋物などが搬送可能で静音タイプの
「FNRコンベヤ」（写真４）
⇒従来のローラコンベヤでは搬送不可だっ

写真３ 「id-Sorter」の展示
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た小物や軟包装品の搬送を可能にした積み
重なった搬送物の荷バラシや整列も行える。
今回のリニューアル・充実ポイントは以

下の5点。
(1)「止めない物流」を実現する、新ソフト
ウェア搭載のソーティングシステム
(2)ネット通販物流で需要が増える、小物・
軟包装品対応のソーティングシステム
(3)250kg搬送物の仕分け作業を自動化する
コンベヤ
(4)1,000kgのパレット搬送、保管など、ト
ラックドライバーへの負荷を削減する自動
化システム
(5)顧客の搬送物持ち込みによる、搬送テス
トライン
今回のリニューアルの目的・狙いについ

ては以下の3点となっている。
(1)2024年問題の本格化、慢性的な人手不
足問題、事業の継続・拡大など多くの課題
への対応で、自動化システムの導入を検討
している顧客が多いが、様々な懸念事項よ
り計画が進められていない。この現状を鑑
み、同社の「ちょうど良い、かゆい所に手
が届く、失敗しない、しかも直ぐに導入で
きる」MDR式マテハンで、今すぐにでも貢
献すること。
(2)MDR式マテハンは、従来のMHシステ
ムとコンセプトが異なるため、その違いや
利便性は、実機に触れてもらうことでより
伝わる。そのうえで体感を通じ、安心感を
もって同社製品を検討してもらうこと。
(3)世界市場は刻々と変化している。「生産

（ものづくり）」「物流」は社会に必要不
可欠なインフラであり、持続可能な社会の
実現と業界の発展をめざし、顧客、関係先
とイノベーションを起こす拠点としてい
く。

現場改善のヒント発見の可能性も
年間48社200名の来場めざす

今回のリニューアルにより期待される効
果としては、以下3点が挙げられている。
(1)幅広いレンジでMDR式マテハンによる
現場改善の提案が可能で、部分最適だけで
なく全体最適を提案することができる。搬
送テストや、同社シミュレーションソフト
で、運用確認も行える。
(2)「ちょうど良い、かゆい所に手が届く、
失敗しない、しかも直ぐに導入でき
る」MDR式マテハンの利便性体感により、
顧客の現場改善のヒントが見つかる。
①2024年問題で何から手を付けて良いかが
分かる。
②増設が簡単なため、工期を分けた部分導
入、スモールスタートが可能。
③モジュールの組み合わせのため、センタ
ー、工場移転の際の移設が簡単。
④パート・アルバイトが集まらない人手不
足問題の対策が可能。
⑤トラックドライバーの荷待ちの時間短縮
を改善できる。
(3)MDR式マテハン納入事例・改善事例、
業界特別セミナーを開催。事例から現場改
善のヒントが見つかる。
リニューアル後の目標については、以下

のとおり。
(1)来場数⇒目標4社／月、年間48社、年間
200名
(2)ターゲット先⇒ネット通販物流センタ
ー、製造工場の生産ラインおよび構内物流
（小物から段ボール・ケース、パレットま
で、搬送・保管・配膳、ピッキング、仕分
けなど）

写真４ 「FNRコンベヤ」の展示
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https://www.youtube.com/watch?v=WOy2VtAMozQ


WMS導入済み企業がほぼ半数に到達
「２０２４年版物流システムリサーチ」結果（抜粋版）をリリース

NECソリューションイノベータ(株)

NECソリューションイノベータ(株)は、3月に行った「物流や配送、物流システム
（TMS・WMS・在庫補充）に関するリサーチ〔物流システムリサーチ〕」の結果をまと
め、その抜粋版をリリースした。本リサーチは、物流や配送、物流システムに関する企業の
考え方や取組状況を把握するために実施したもの。調査対象者は、現在勤務先で物流に携わ
っているビジネスパーソン。具体的には、物流システムを主幹する部門、物流システムに関
する情報システム部門、物流計画・SCM企画推進部門、経営企画（物流・輸送・調達などに
関わる）、仕入れ・発注部門（在庫補充計画）に在籍しているビジネスパーソンで、実際に
物流業務（ドライバーや配送業務など）や仕入れ発注、入出庫業務のみに従事する担当者は
除かれている。有効回答者数は300人で、その内訳は荷主企業、荷主企業だが物流業務も行
っている企業、物流事業者の各100人）となっている。以下、本調査結果を抜粋して報告す
る。（編集部）

本リサーチの主な調査内容は、①配車・
配送計画業務や、物流システム（TMS/
WSM）の機能の重視点や選定時の重視ポイ
ント、投資金額、②ドライバーの労務管
理、勤務管理システム、共同配送をシステ
ムで管理する際の重視ポイントや投資金
額、③2024年問題（ドライバーの残業規
制）、物流DXのレベル（現在／目指すレベ
ル）や解決するべき課題など―の3項目。
また、リサーチ結果の特長的な傾向（抜
粋）としては、(1)配送計画の立案は「人手
対応が4割を占める」とし、「従業員数100
人未満で6割近く」「5,000人以上でも4
割」が人手により立案を行っていること、
(2)ドライバーの勤務計画の作成は「6割近
くがシステム対応」に移行しており、「公
平なスケジュール作成を重視」しているこ
と、(3)倉庫・在庫管理システム（WMS）
の機能に対し、「リアルタイムな在庫管
理」のほか、複数管理機能を重視する傾向

があること、(4)物流DX化の推進は、レベ
ル2「基幹システム内で物流機能を実施」か
らレベル3「一部の物流機能を外出し」へ
アップしていること、(5)2024年問題（ドラ
イバーの残業規制）の取り組みは、「4割
近くは行われていない」こと―といった5
点が挙げられている。

〇配送計画の立案
配送計画の立案方法は「人手により立
案」が約39%と最も高く、4割を占め、次
いで「一部を輸配送管理システム（最適化
エンジン等）で自動化している」が約36％
を占めた（図表１）。
業種別では、運輸・倉庫業で「人手によ
り立案している」が5割を超え、他の業種よ
り高かった。
従業員規模別では、従業員数100人未満
では「人手により立案」が約58％と半数を
超え、5,000人以上では「ほとんど輸配送シ

TOPICKS 02
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ステム（最適化エンジン等）で自動化して
いる」の割合が2割を超えるものの、「人
手により立案」も4割を超えた。

〇ドライバーの労務管理における勤務計画
の作成
ドライバーの労務管理における勤務計画
の作成は「一部をシステム化して勤務計画
を作成している」が最も高く、約41％を占
めた。「ほとんどシステム化して共同配送
を実施している」の16％と合わせると約
57％となり、システム化が6割近くを占め
ている。
業種別では、製造業で「人手で勤務計画

を作成している」が約17％と、他の業種よ
り低く、システム化進展の傾向がみられ
た。
従業員規模別では、従業員数100人未満

で「人手で勤務計画を作成している」が最
も高く、約42％を占めた。従業員数5,000
人以上では「ほとんどシステム化して勤務
計画を作成している」が約33％と、高い割
合を占めた。

〇勤務計画をシステムで作成する際に重視
するポイント
勤務計画をシステムで作成する際に重視
するポイントは「不公平なシフト割り当て

や過度な労働時間を避け、公平にスケジ
ュールを作成できる」が最も高く、約54％
を占めた。
従業員規模別では、従業員数5,000人以上

で「スケジュール変更や休暇リクエストの
通知、コミュニケーション履歴の追跡など
の機能がある」が約48％を占め、高い傾向
を示した。

〇共同配送の実施状況
共同配送の実施状況は「一部をシステム
化して共同配送を実施している」が最も高
く34％を占めた。「ほとんどシステム化し
て共同配送を実施している」の19％を合わ
せると53％と、システム化は5割を超えてい
る。

〇倉庫・在庫管理システム（WMS）の導入
状況
倉庫・在庫管理システム（WMS）の導入
状況は「導入済み」が約48％とほぼ半数を
占めた。また、「導入を検討中」と「導入
意向のある」を合わせた割合は約30％を占
めた（図表２）。
従業員規模別では、従業員数100〜999

人、5,000人以上で約5割が「導入済み」と
なっており、従業員1,000〜4,999人の導入
は64％と最も高くなっている。

※NECソリューションイノベータ(株)資料を一部加工

図表２ 倉庫・在庫システム（WMS）の導入状況

※NECソリューションイノベータ(株)資料を一部加工

図表２ 倉庫・在庫システム（WMS）の導入状況
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〇倉庫・在庫システム（WMS）についての
満足度
倉庫・在庫システム（WMS）の満足度は

「リアルタイムな在庫管理」の満足が56％
と最も高く、次いで「複数荷主（名義）管
理」が50％で続いている。
逆に満足度が低かったのは「マテハン連

携」や「スマホやSIM対応ハンディを使っ
た屋外・外部倉庫での入出荷作業」でいず
れも40％を割っている。

〇倉庫・在庫管理システム（WMS）の機能
の重要性
倉庫・在庫管理システム（WMS）の機能

として「重要」との回答が最も多かったの
は「リアルタイムな在庫管理」で、重要計
（「重要と思う」＋「やや重要と思う」）
が8割を超えている。前設問での満足度も最
も高くなっており、重要度が高く、満足度
も高い機能として評価されている。
「マテハン連携」や「クロスドック機能

（通過型倉庫運用＝TC）」は、前年同様、
他の項目に比べて重要性が低い傾向にあっ
た。

〇物流ＤＸ化の推進レベル
物流DXの推進レベルでは、現在のレベル
で「レベル3：一部の物流機能（検品システ
ムなど）を外出ししている」が約23％で最
も高かった。「レベル4：物流機能は、基
幹システムとは別システム（WMS、TMS
など）にしている」も約18％と2割近くを
占めている。
目指すレベル（3年以内）は、「レベル
5：リアルタイムな実績データを使ったKPI
指標分析・見える化を実施している」が約
17％と最も高かった。

〇目指すべきレベルへ引き上げるために解
決するべき課題
目指すべきレベル（3年以内）へ引き上げ
るために解決するべき課題は、「物流状況

の見える化や実績データの蓄積」が19％で
最も高く、「物流業務の統一化」が約17％
で続いている。
業種別では、製造業と小売・サービス業

で「物流状況の見える化や実績データの蓄
積」が20％台と高かった。

〇2024年問題（ドライバーの残業規制）の
影響
2024年問題（ドライバーの残業規制）の
取り組みは、「やや行っている」が約37％
と最も高く、「行っている」を合わせると
約5 9％に達している（図表３）。一
方、「行っていない」「あまり行っていな
い」を合わせるとまだ4割近くになってお
り、対応が進んでいない状況がみてとれ
る。
業種別では、運輸・倉庫業の「行ってい

る」が約36％と最も高かった。
従業員規模別では、100人未満で「行っ

ていない」が約32％と最も高かった。

※本リサーチ結果（抜粋版）は下記URLか
らダウンロード可能
https://www.nec-solutioninnovators.co.jp/
ss/logistics/whitepaper/research2024/

図表３ 2024年問題（ドライバーの残業規制）への取り組み

※NECソリューションイノベータ(株)資料を一部加工
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